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河原ビューティモード専
門学校

平成19年3月30日 河原　成紀
〒790-0001
愛媛県松山市一番町一丁目１番地１

（電話） 089-915-5578

（別紙様式４）

令和2年10月31日※１
（前回公表年月日：令和 1年9月30日）

職業実践専門課程の基本情報について

学校名 設置認可年月日 校長名 所在地

設置者名 設立認可年月日 代表者名 所在地

学校法人　河原学園 昭和60年10月23日 河原　成紀
〒790-0001
愛媛県松山市一番町一丁目１番地１

（電話）

衛生 衛生専門課程 理容学科
平成２３年文部科学省

告示第１６７号
-

学科の目的
本校は、社会人としての基本マナーを身に付けたうえで、身体を美しく装うための知識と技術を修得し、専門職としての誇りと自覚を持って、地域のファッ
ション文化の隆盛に寄与する有能な人材を育成することを目的とする。

089-943-5333
分野 認定課程名 認定学科名 専門士 高度専門士

認定年月日 平成26年3月31日

修業年限
全課程の修了に必要な
総授業時数又は総単位

数
講義 演習 実習 実験 実技

0 0
時間

生徒総定員 生徒実員 留学生数（生徒実員の内 専任教員数 兼任教員数 総教員数

0 昼間
2010 630 0 1380

学期制度
■１学期：４月１日～９月３０日
■２学期：１０月１日～３月３１日
■３学期：

成績評価

■成績表：
■成績評価の基準・方法
各期末に試験を実施し、試験点数を基に、評価規定

60人 11人 0人 3人 9人 12人

長期休み

■学年始：４月１日
■夏　 季：８月１日～８月３１日
■冬　 季：１２月２０日～１月１０日
■学年末：３月３１日

卒業・進級
条件

進級、卒業するためには、学則に定める各教育課程の授業
科目の単位をすべて修得しなければならない。

学修支援等

■クラス担任制： 有

課外活動

■課外活動の種類

■個別相談・指導等の対応 理容実習の課目中の実技
長期欠席者への指導等の対応。担任、教務責任者による面
談。

■サークル活動： 有

※種別の欄には、各資格・検定について、以下の①～③の
いずれかに該当するか記載する。
①国家資格・検定のうち、修了と同時に取得可能なもの
②国家資格・検定のうち、修了と同時に受験資格を取得す
るもの
③その他（民間検定等）

■自由記述欄
（例）認定学科の学生・卒業生のコンテスト入賞状況等

■その他
0

年度卒業者に関する

■就職者数 4
100■就職率　　  　　　 　　　　：

■卒業者に占める就職者の割合

： 100

平成31年4月1日時点において、在学者11名（平成31年4月1日入学者を含む）
令和2年3月31日時点において、在学者11名（令和2年3月31日卒業者を含む）

■中途退学の主な理由

0

就職等の
状況※２

当該学科の
ホームページ

ＵＲＬ

 http://www.kawahara.ac.jp/beauty/

令和2年5月1日 時点の情報）

中途退学
の現状

■中途退学者 ■中退率

■就職指導内容
履歴書作成指導、面接指導

■卒業者数 4
■就職希望者数 4

■主な就職先、業界等（令和元年度卒業生）

主な学修成果
（資格・検定等）

※３

■国家資格・検定/その他・民間検定等
理容業界 （令和元年度卒業者に関する令和2年5月1日時点の情報）

（留意事項）
１．公表年月日（※１）
最新の公表年月日です。なお、認定課程においては、認定後１か月以内に本様式を公表するとともに、認定の翌年度以降、毎年度７月末を基準日として最新の情報を反映
した内容を公表することが求められています。初回認定の場合は、認定を受けた日以降の日付を記入し、前回公表年月日は空欄としてください

２．就職等の状況（※２）
 「就職率」及び「卒業者に占める就職者の割合」については、「文部科学省における専修学校卒業者の「就職率」の取扱いについて（通知）（２５文科生第５９６号）」に留意し、
それぞれ、「大学・短期大学・高等専門学校及び専修学校卒業予定者の就職（内定）状況調査」又は「学校基本調査」における定義に従います。
（１）「大学・短期大学・高等専門学校及び専修学校卒業予定者の就職（内定）状況調査」における「就職率」の定義について
①「就職率」については、就職希望者に占める就職者の割合をいい、調査時点における就職者数を就職希望者で除したものをいいます。
②「就職希望者」とは、卒業年度中に就職活動を行い、大学等卒業後速やかに就職することを希望する者をいい、卒業後の進路として「進学」「自営業」「家事手伝い」「留年」
「資格取得」などを希望する者は含みません。
③「就職者」とは、正規の職員（雇用契約期間が１年以上の非正規の職員として就職した者を含む）として最終的に就職した者（企業等から採用通知などが出された者）をい
います。
※「就職（内定）状況調査」における調査対象の抽出のための母集団となる学生等は、卒業年次に在籍している学生等とします。ただし、卒業の見込みのない者、休学中の
者、留学生、聴講生、科目等履修生、研究生及び夜間部、医学科、歯学科、獣医学科、大学院、専攻科、別科の学生は除きます。
（２）「学校基本調査」における「卒業者に占める就職者の割合」の定義について
①「卒業者に占める就職者の割合」とは、全卒業者数のうち就職者総数の占める割合をいいます。
②「就職」とは給料、賃金、報酬その他経常的な収入を得る仕事に就くことをいいます。自家・自営業に就いた者は含めるが、家事手伝い、臨時的な仕事に就いた者は就職
者とはしません（就職したが就職先が不明の者は就職者として扱う）。
（３）上記のほか、「就職者数（関連分野）」は、「学校基本調査」における「関連分野に就職した者」を記載します。また、「その他」の欄は、関連分野へのアルバイト者数や進
学状況等について記載します。

■中退防止・中退者支援のための取組
定期的に学生アンケートを実施し、学内の複数の職員よるヒアリングで状況を早期把握し、対処する。

経済的支援
制度

■学校独自の奨学金・授業料等減免制度：　　　　　有・無
※有の場合、制度内容を記入
ＡＯ入試合格者は初年度授業料１０万円減免。指定校推薦入試合格者は初年度授業料１５万円減免。推薦入試合格者は初年度授業料５万
円減免。

■専門実践教育訓練給付：　　　　　給付対象・非給付対象
※給付対象の場合、前年度の給付実績者数について任意記載

第三者による
学校評価

■民間の評価機関等から第三者評価：　　　　　有・無
※有の場合、例えば以下について任意記載
（評価団体、受審年月、評価結果又は評価結果を掲載したホームページＵＲＬ）



３．主な学修成果（※３）
認定課程において取得目標とする資格・検定等状況について記載するものです。①国家資格・検定のうち、修了と同時に取得可能なもの、②国家資格・検定のうち、修了と
同時に受験資格を取得するもの、③その他（民間検定等）の種別区分とともに、名称、受験者数及び合格者数を記載します。自由記述欄には、各認定学科における代表的
な学修成果（例えば、認定学科の学生・卒業生のコンテスト入賞状況等）について記載します。



種別

①

①

（年間の開催数及び開催時期）

１．「専攻分野に関する企業、団体等（以下「企業等」という。）との連携体制を確保して、授業科目の開設その他の教育課
程の編成を行っていること。」関係

（１）教育課程の編成（授業科目の開設や授業内容・方法の改善・工夫等を含む。）における企業等との連携に関する基
本方針
　本学科は、実践的かつ専門的な高度職業教無育を行う観点から、業界における人材の専門性に関する動向、実務に関する知識・
技術・技能などを、企業等からのヒアリング・アンケートや教育課程編成委員会で広く意見を求め十分に把握・分析した上で、よりよ
い教育課程を編成するため、新たな授業科目の開設を含め、現在の授業内容や方法の改善並びに工夫につなげる。

（２）教育課程編成委員会等の位置付け
※教育課程の編成に関する意思決定の過程を明記

教育課程編成委員会は、現状の本学科の教育課程の編成について、企業・業界団体等との連携により、企業等から必要となる最新の知識・技
術・技能等について意見を求め、その意見を学内においてカリキュラム編成に十分活かす場として位置づけている。また教務系会議の中核的委
員会として位置づけ、前期末、後期末の総括会議（科目検討、シラバス検討、コマシラバス検討、授業法検討など）において、計画上の可否、実
行上の可否判断に関連外部実務家の意見をたえずフィードバックさせる会議体として機能させることとしている。

（３）教育課程編成委員会等の全委員の名簿

文田　裕之 愛媛県理容生活衛生同業組合 平成３０年４月１日～平成３１
年３月３１日（１年）

令和○年○月○日現在

名　前 所　　　属 任期

新開　拓也 愛媛県理容生活衛生同業組合
平成３０年４月１日～平成３１
年３月３１日（１年）

（５）教育課程の編成への教育課程編成委員会等の意見の活用状況

　※委員の種別の欄には、委員の種別のうち以下の①～③のいずれに該当するか記載すること。
　　　①業界全体の動向や地域の産業振興に関する知見を有する業界団体、職能団体、
　　　　地方公共団体等の役職員（１企業や関係施設の役職員は該当しません。）
　　　②学会や学術機関等の有識者
　　　③実務に関する知識、技術、技能について知見を有する企業や関係施設の役職員

（４）教育課程編成委員会等の年間開催数及び開催時期

年2回　（11月、3月）

議題1：現場で必要な技術・知識スキルを学校で授業として取り入れる授業内容を検討。
就職後、カットデビューに至るまでの所要期間が長いため、離職の可能性がある。一方で、最近の若者は厳しいトレーニングを強制されることを極端に嫌う。
在学中のカリキュラムで、就職後、すぐに役立つ技術に注力することが課題となった。
議題2：技術・知識以外で必要とされるスキルを学校で授業として取り入れる授業内容の検討。
就職後の接客において、異世代との会話を苦手とする卒業生が多い。年長者と会話できるような知識と、異世代との会話の経験をさせることが課題となった。

（開催日時（実績））
第１回　令和元年１１月２１日　１９：００～２０：００
第２回　令和２年３月１８日　１８：００～１９：００
0

２．「企業等と連携して、実習、実技、実験又は演習（以下「実習・演習等」という。）の授業を行っていること。」関係

（１）実習・演習等における企業等との連携に関する基本方針
・該当企業の管理理容師の適切な指導監督の下で、実際の美容所の専門業務、附随業務を体験させ、学生に、理容所の現場業務を実地に体験させること。
・事前に、理容所での実習にあたり、留意すべき点を理解させておくこと。
・実習受入先について、その概要を学生に事前調査させ、理容所の実際を学ばせること。
・１名の管理理容師に指導監督してもらう学生は２名までとし、実習中の毎日、実習終了後には、個別の指導記録を作成、評価してもらうこと。

（２）実習・演習等における企業等との連携内容
※授業内容や方法、実習・演習等の実施、及び生徒の学修成果の評価における連携内容を明記
・実務実習
理容生活衛生同業組合加盟店舗への実務実習を実施。平成28年度は1年生、2年生ともに40時間（5日間）をかけてサロン内における実習を実施。学生が修得した技術について企
業側に連絡し、実習中に従事させることが可能な業務を実施。実習評価表に従事可能な業務について評価欄を設け、指導監督にあたる管理職に評価を受けている。
・理容実習授業
①理容生活衛生同業組合委員を非常勤講師に招いて実習授業の実施。主にカット技術、シェービング技術等の基礎的な実習授業を行った。（一部に理論を含む）学期末に試験を
行い評価している。
②日本エステティック協会、トータルエステティックアドバイザーを非常勤講師に招いてフェイシャル実習授業を実施。主にフェイシャルエステに関する技術実習を行った。（一部に理
論を含む）学期末に試験を行い評価している。



科　目　名 科　目　概　要 連　携　企　業　等

理容実習 カット、シェービング技術に関する理論および実習授業
理容生活衛生同業組合

（３）具体的な連携の例※科目数については代表的な５科目について記載。

理容総合技術 整髪、ヘアセッティグに関する理論および実習授業
理容生活衛生同業組合

応用技術理論 理容技術に関する高度で実践的な専門技術の知識
理容生活衛生同業組合

理容総合技術 カラー技術に関する理論および実習授業
理容生活衛生同業組合

理容総合技術 フェイシャルエステに関する理論および実習授業
日本エステティック協会

研修名「四国地区理容師美容師養成施設教員研修」（連携企業等：理容師美容師試験研修センター）
期間：令和1年10月19日（土）　　　　　　対象：理容学科教員
内容：理容師実技試験の内容について

②指導力の修得・向上のための研修等

研修名「河原学園コマシラバス研修」（連携企業等：　　　　　　　　　　　　　　　　　）
期間：令和1年12月24日（火）　　　　　　対象：全学科教員
内容：コマシラバスの作成について

（３）研修等の計画
①専攻分野における実務に関する研修等

研修名「実施内容、時期を検討中」（連携企業等：　　　　　　　　　　　　　　　　　）
期間：令和2年  月  日（　　）　　　　　　対象：
内容：

３．「企業等と連携して、教員に対し、専攻分野における実務に関する研修を組織的に行っていること。」関係

（１）推薦学科の教員に対する研修・研究（以下「研修等」という。）の基本方針
・理容所で新入社員に、実際にもとめられる能力、技能について正確な情報を得て、学生に対する指導に活用できる研修を実施すること。
・理容業において、先端の技術について、常にその実情を把握でき、学生に指導できるような技術を修得できる研修を実施すること。
・優れた理容技術は、経験によってのみ得られるものではなく、科学的、合理的な方法によって把握されるものであることを学生に正確に伝える技術を身に付け
る研修を実施すること。
・国家試験の実技課題を学生に修得させるための、教授法を身に付ける研修を実施すること。
・教職員の研修等に関しては、学校法人河原学園教職員研修規程に定める。

（２）研修等の実績
①専攻分野における実務に関する研修等

②指導力の修得・向上のための研修等

研修名「DX人材育成研修」（連携企業等：　　　　　　　　　　　　　　　　　）
期間：令和2年  月  日（　　）　　　　　　対象：
内容：デジタルトランスフォーメーションにかかる人材育成のための研修を予定している。（実施時期検討中）



種別

種別

卒業生
企業等委
員
企業等委
員

ガイドラインの評価項目 学校が設定する評価項目
（１）教育理念・目標 学校が設定する評価項目
（２）学校運営 5．教育理念・目的

４．「学校教育法施行規則第１８９条において準用する同規則第６７条に定める評価を行い、その結果を公表しているこ
と。また、評価を行うに当たっては、当該専修学校の関係者として企業等の役員又は職員を参画させていること。」関係

（１）学校関係者評価の基本方針
学校関係者評価は、自己点検評価の客観性・信頼性や社会的ミッションの取り込みを加速させる取り組みでなければならない。その
ことによって、組織的、継続的な学校改善に実質的に寄与する自己点検評価の質的向上を図ることとする。またステークホルダーと
しての関係者評価にとどまらず、将来的には、関係者を越えた第三者評価に発展しうる質の高い関係者評価を目指すこととする。

（２）「専修学校における学校評価ガイドライン」の項目との対応

（６）教育環境 8．学生支援
（７）学生の受入れ募集 1．設置基準項目
（８）財務 9．学生の受け入れ

（３）教育活動 7．組織・管理運営
（４）学修成果 3．教育
（５）学生支援 2．基本指標

※（１０）及び（１１）については任意記載。
（３）学校関係者評価結果の活用状況
・公開した国家試験合格率、休退学率、就職実績等の数値についてのご意見をもとに、次年度の学校運営の計画を策定している。
・より詳細なデータ公開の要望を受けた指標については、次年度に向けデータ収集の仕組の構築に着手している。
・カリキュラムについての要望にこたえるべく、その改善計画を策定している。

（４）学校関係者評価委員会の全委員の名簿
（４）学校関係者評価委員会の全委員の名簿

名　前 所　　　属 任期

（９）法令等の遵守 11．財務
（１０）社会貢献・地域貢献 7．組織・管理運営
（１１）国際交流 10．学校教育以外の諸活動

冨永　久美 有限会社バットボーイズ
平成３１年４月１日～令和２年
３月３１日（１年）

安田　裕喜 株式会社ジョージ
平成３１年４月１日～令和２年
３月３１日（１年）

名　前 所　　　属
任期

井上　華愛 株式会社ジョージ 平成３１年４月１日～令和２年
３月３１日（１年）

（１）企業等の学校関係者に対する情報提供の基本方針
高度な職業教育への研鑽を組織的、継続的に推進するためには、組織的、継続的な企業連携が必須とわれわれは考えている。その連携を有意義なものとするためには、企業に
とって、学校の教育人材目標やその現状が体制として見えやすいものになっていなければならない。教育課程編成会議、学校関係者評価会議などの会議規程の透明性や開放性は
ものより、自己点検評価の各指標全体が検証可能な透明性や開放性を持つことが、そのためにも必須である。その方針の下、われわれは以下の連携指標をもつこととする。

（２）「専門学校における情報提供等への取組に関するガイドライン」の項目との対応
ガイドラインの項目 学校が設定する項目

（１）学校の概要、目標及び計画

　※委員の種別の欄には、学校関係者評価委員として選出された理由となる属性を記載すること。
　（例）企業等委員、PTA、卒業生等

（５）学校関係者評価結果の公表方法・公表時期
（ホームページ　・　広報誌等の刊行物　・　その他（　　　　　　　　　　　）　　　）
URL:URL: http://www.kawahara.ac.jp/beauty/
公表時期：令和2年10月31日

５．「企業等との連携及び協力の推進に資するため、企業等に対し、当該専修学校の教育活動その他の学校運営の状況
に関する情報を提供していること。」関係

（５）様々な教育活動・教育環境
（６）学生の生活支援 学校が設定する項目
（７）学生納付金・修学支援 1．設置基準項目　2．基本指標

（２）各学科等の教育
（３）教職員
（４）キャリア教育・実践的職業教育

（１１）その他 10．学校教育以外の諸活動　1.3．施設設備に関する事項

（８）学校の財務 3．教育
（９）学校評価 1．4．教員等に関する事項　3.1．教育のための組織と文書管理
（１０）国際連携の状況 3．教育



※（１０）及び（１１）については任意記載。
（３）情報提供方法

URL: http://www.kawahara.ac.jp/beauty/
（ホームページ　・　広報誌等の刊行物　・　その他（　　　　　　　　　　　）　　　）
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1 〇
関係法規・制

度

理容師の業務に関係する衛生法規・制度及び
消費者保護法規・制度についての正しい知識
の必要性を理解させ、理容師の社会的責務・

職業倫理について自覚を促す。

2
通

30 1 〇 〇 〇

2 〇 衛生管理

理容師が公衆衛生の維持・増進に重大な責務
を担うことを理解させ、感染症予防、環境衛
生保持の意義と重要性を理解させ、適正な実
施方法を身につけさせる。

1
通
2
通

90 3 〇 〇 〇

3 〇 保健
理容技術の基礎となる人体組織、特に皮膚
付属器官の構造と機能に関する科学的、系
統的な知識を習得させる。

1
通
2
通

90 3 〇 〇 〇

4 〇 香粧品化学

理容の業務を安全かつ効果的に行うには、
正確科学的知識と合理的思考に裏付けられ
た器具、香粧品の適正な取り扱いが不可欠
であることを理解させる。

1
通
2
通

60 2 〇 〇 〇

5 〇 文化論

理容の業務を全うするためには、確かな技
術力を身につけるとともに、豊かな感性に
裏打ちされた表現力が必要であることを自
覚させる。

1
通

60 2 〇 〇 〇

6 〇 理容技術理論

理容技術についての知識を衛生的、能率的に
実践する態度と習慣とを養うとともに、器具
の正しい取り扱いと基礎的技術を作業の実際
に即して指導し、習熟させる。

1
通
2
通

## 5 〇 〇 〇

7 〇 運営管理
理容業における科学的な経営管理の重要
性、適切な接客態度の重要性を理解させ、
実践する能力を身につけさせる。

2
通

30 1 〇 〇 〇

8 〇 理容実習

理容の業務を安全、効果的に実施するための
技術および衛生管理の重要性を認識した消毒
等の実施方法、また顧客の要望に応じた総合
的な技術の基礎を習得させる。

1
通
2
通

## 30 〇 〇 〇 〇

9 〇 カラー
カラーの歴史、カラー剤の成分とそのはた
らき、カラーのメカニズムに関する知識お
よび、各種カラー技術の習得をさせる。

1
後

30 1 △ 〇 〇 〇

10 〇
シャンプー・
マッサージ

シャンプー・マッサージの技術を身につけ
させ、就職と同時に顧客に技術提供させ
る。

1
通

60 2 〇 〇 〇

11 〇 一般教養
マナー、一般常識等の社会で必要とされる
教養、知識及び理容師として必要な造形に
関する知識、技術を習得させる。

1
通
2
通

## 6 〇 〇 〇

授業科目等の概要

（衛生専門課程　理容学科）
分類

授業科目名 授業科目概要

配
当
年
次
・
学
期

授
　
業
　
時
　
数

単
 
位
 
数

授業方法 場所 令和2
企
業
等
と
の
連
携



12 〇 ヘッドスパ
頭皮の性状、頭部のツボと効果、ヘッドス
パ用剤の成分とはたらきに対する知識およ
びヘッドスパ技術の習得をさせる。

2
通 60 2 〇 〇 〇

13 〇 SNS
現代の集客の手法として、最重要なオンラ
インでの情報発信手段を身に付ける。

1
後

30 1 〇 〇 〇

14 〇 応用技術理論
理容技術理論で習得した基礎的専門知識を
基にさらに高度で実践的な専門技術の知識
を身につけさせる。

2
通

60 2 〇 〇 〇 〇 〇

15 〇 理容総合技術

理容実習において習得した基本技術を基
に、さらに発展させた高度な技術を身につ
けさせ、理容デザインの最新の国際的動向
について学ばせる。

1
通
2
通

## 8 〇 〇 〇 〇

15科目 2070単位時間(    69単位)

卒業要件及び履修方法 授業期間等

１　一の授業科目について、講義、演習、実験、実習又は実技のうち二以上の方法の併用により行う場合
  については、主たる方法について○を付し、その他の方法について△を付すこと。

合計

２　企業等との連携については、実施要項の３（３）の要件に該当する授業科目について○を付すこと。

行われた定期試験でC評価以上を取得して所要の69単位を取得すること。
１学年の学期区分 2期
１学期の授業期間 21週

（留意事項）


